
山内図書館(青葉区)の指定管理者に有隣堂グルー

プを指定する議案が議会に提出されています。

林市長は、選挙時の公開質問状に、「基本的

には、図書館は指定管理者制度にはなじまない

と考える」と回答しています。日本共産党の関

美恵子議員は11月27日、議会で「選挙中の公約

は果たすべきではないか」と質問しました。

林市長は、「市と指定管理者のどちらがより

効率的効果的に施設の設置目的を達成できるか

という視点から、各施設の特性等を個別具体的

に考慮し、様々な検証を行いながら、適切な管

理運営に努めていきたい」と答えました。

山内図書館では、現在正規職員が13人います

が、指定管理者移行後はそれぞれ11人に減りま

す。関議員は、職員の数も経験年数も減り、専

門性やサービス水準の低下が懸念されるため、

指定管理者に対して常勤職員の配置数や経験年

数を提示すべきと考えますがどうかと質問しま

した。

田村教育長は、民間業者のノウハウや柔軟な

提案を期待すると答弁しました。

横浜市会第４回定例議会が11月27日に開会し、

日本共産党を代表して、大貫憲夫議員が2008年

度決算認定に対する反対討論を行いました。

2008年度は、凍結していた南本牧の高規格コ

ンテナターミナルの建設事業を再開し、スーパー

中枢港湾関連事業に94億円を投入しました。大

貫議員は、世界のコンテナ貨物の流れは既に決

まっており、流れから外れてしまった横浜港に

これ以上過大投資せず、既存施設で質の向上を

目指すべきと主張。林市長が子育て支援の充実

を目指すなら、巨額な税負担となる横浜駅周辺

大改造計画・新市庁舎整備計画は凍結・中止す

べきだと述べました。

経済の問題では、横浜市が企業立地等促進条例

で51億円を支援している日産自動車が横浜工場で

130人の派遣労働者を解雇したことから、この条

例が雇用確保に有効性を発揮していないと指摘。

横浜経済への波及効果等も顕在化しておらず、費

用対効果も検証されていない以上、立地企業への

条例適用を中止すべきだと主張しました。

日本共産党
横浜市会議員団

2009.12.2号

横浜市中区港町1-1(市庁舎内）

電話 671-3032 FAX 641-7100

E-mail:info@jcp-yokohama.com

http://www.jcp-yokomhama.com/

子育て支援の財源確保のためには

大型公共事業の凍結・中止を
討
論
を
行
う
大
貫
憲
夫
議
員

＝
11
月
27
日
横
浜
市
会
議
場

「図書館に指定管理者制度はなじまない」
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